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石村修 教授　履歴・業績
【年　　譜】
1946年７月６日
栃木県佐野市にて，石村善一・マリ子の２男として誕生
【学　　歴】
1965年３月
中央大学附属高校卒業
1965年４月
中央大学法学部法律学科入学
1969年３月
中央大学法学部法律学科卒業（法学士）
1969年４月
中央大学大学院法学研究科修士課程公法専攻入学
1973年３月
中央大学大学院法学研究科修士課程公法専攻修了（法学修士）
1975年４月
専修大学大学院法学研究科博士課程公法専攻入学
1978年３月
専修大学大学院法学研究科博士課程公法専攻単位取得退学
1988年11月
法学博士（専修大学）
【職　　歴】
1976年４月
専修大学法学部助手
1978年４月
専修大学法学部専任講師
1981年８月～1983年3月
専修大学相馬学術奨励基金による研究員　西ドイツ・フランクフルト大学
1983年４月
専修大学法学部助教授
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1989年４月
専修大学法学部教授
1993年４月～1994年３月
獨協大学法学部非常勤講師
1994年９月～1995年８月
専修大学長期在外研究　ドイツ・フランクフルト大学
1996年４月～８月
日本大学法学部非常勤講師
2001年４月～2004年３月
専修大学今村法律研究室長
2001年11月５日～10日
ポーランド・ルブリン大学集中講義
2004年４月
専修大学大学院法務研究科教授
2008年４月～2009年３月
専修大学大学院法務研究科副院長代行
2010年４月～2016年３月
専修大学大学院法務研究科院長
2011年９月
東北大学法学部集中講義
2017年３月
専修大学定年退職
その他に，
専修大学法学部公務員講座・司法試験講座，中央大学法職講座，法政大学法職講座を担当
法学部で学生部委員，就職指導委員，二部教務委員，入試委員，全学自己点検・評価委員，
学長選制度検当委員，教務委員長，法科大学院で入試・広報委員長，図書館委員を担当
【社会的活動】
1984年４月～2017年３月
専修大学ハンドボール部長
1986年５月～1988年３月
日本ハンドボール協会広報委員
2012年５月～2013年９月
司法試験考査委員
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【学　　会】
日本公法学会
全国憲法研究会（運営委員・編集委員長・事務局長）
日独法学会
国際憲法学会
憲法理論研究会（運営委員・編集委員長・運営委員長）
ドイツ憲法判例研究会（運営委員）
アジア法学会
【学会・研究会報告】
1986年７月　日本における司法審査制度 中日シンポ（北京）
1996年９月　ドイツにおける国家目的論 憲法理論研究会（東京）
1998年10月　戦争犯罪と戦後補償 全国憲法研究会（東京）
2001年９月　三・一独立と警察 日韓シンポ（ソウル）
2002年３月　法曹一元と非常勤裁判制度 憲法理論研究会（岐阜）
2003年９月　日本の植民地支配と警察制度 日韓共同シンポ（ソウル）
2004年３月　Der Verfassungsschutz in der Japanischen Verfassung 日独シンポ（東京）
2005年３月　植民地法制と国際法 日韓シンポ（ソウル）
2006年３月　植民地法制の形成 東アジア法哲学学会（台北）
2007年10月　警察の法構造 日本公法学会（香川）
2008年３月　Das Verfassungsrecht in der Internationalisierung 日独シンポ（東京）
2009年９月　Trannsfer des fremden Staatssystems zum Japanischen Staatssystem
日独シンポ（フライブルク）
2010年11月　公務員の政治的自由 憲法理論研究会（東京）
2011年４月　日本における司法試験 韓国公法学会（済州）
【研究業績】
単著
1987年　憲法の保障 尚学社
1988年　基本論点　憲法 法学書院
1996年　同　新版 法学書院
1999年　明治憲法　その独逸との隔たり 専修大学出版局
2006年　憲法国家の実現 尚学社
2014年　憲法への誘い 右文書院
2017年 （予定）　基本権の展開 尚学社
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共編
1986年　ゼミナール憲法 時潮社
1993年　いま戦争と平和を考える 国際書院
1993年　ドイツの最新憲法判例 信山社
2006年　ドイツの憲法判例　Ⅱ 信山社
2006年　論点整理と演習 敬文堂
2008年　欧州憲法条約の研究 科学研究費報告書
2011年　欧米諸国の「公務員の政治活動の自由」 日本評論社
2012年　時代を刻んだ憲法判例 尚学社
教科書・演習書の分担
1989年　憲法詳論 尚学社（18章）
1990年　基本的人権と統治機構（行政書士資格講座） 法令総合出版（１～５章）
演習ノート　憲法（改訂版） 法学書院（９，23，30，75，93，102）
1992年　憲法論点セミナー 辛夷社（43，44、）
1995年　憲法 青林書院（４章）
1997年　基本法コンメンタール・憲法（第四版） 日本評論社（43・47条）
2000年　演習ノート　憲法（３版） 法学書院（11，22，29，92）
2003年　新・スタンダード憲法 尚学社（15章）
2004年　新現代憲法入門 法律文化社（１・13章）
2006年　基本法コンメンタール・憲法（第五版） 日本評論社（43・47条）
2013年　新・スタンダード憲法（第４版） 尚学社（15章）
論文
1973年　カール・シュミットの法理論研究 修士論文（中央大学）
1976年　カール・シュミットとカトリシズム 経済と法（専修大学大学院紀要）７号
1977年　法規範学と法社会学 専修法学論集25号
1978年　憲法保障制度の基本問題 専修法学論集27号
カール・シュミットとカトリシズム
宮本盛太郎・初宿正典編『カール・シュミット論集』木鐸社
憲法における胎児の生命権 専修法学論集28号
1979年　公務員の憲法尊重擁護義務 専修法学論集29号
1980年　憲法宣誓の論理 専修法学論集31号
1981年　憲法保障としての憲法改正限界論 専修法学論集33号
明治憲法における憲法改正限界論 専修法学論集34号
1983年　西ドイツ連邦憲法擁護庁 専修法学論集38号
1984年　教授の自由と忠誠条項 専修法学論集39号
論点整理ノート 受験新報（84年10月～87年３月号）
1985年　神兵隊事件と国体明徴運動 今村法律研究室『神兵隊事件（二）』
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西ドイツにおける議会の解散権（一） 専修大学法学研究所編『公法の諸問題２』
西ドイツにおける議会の解散権（二） 専修法学論集41号
1986年　スイス連邦共和国における国家保障 専修法学論集43号
1987年　今日の公安警察に対する憲法的評価（一） 専修法学論集45号
1988年　今日の公安警察に対する憲法的評価（二） 専修法学論集47号
鵜飼先生とイデオロギー批判 専修法学論集48号
1989年　明治憲法における国務大臣の輔弼と副署 専修大学社会科学研究所　社会科学年報23号
博士論文要旨　憲法の保障 専修法学論集49号
公開原則 法学教室10月号
1990年　自己決定権としての生命の処分 専修大学法学研究所編『公法の諸問題３』
基本権の体系における生きる権利の意味 橋本公亘古稀記念　法学新報97巻１・２号
近代憲法学の使命とフランス人権宣言の意義 専修大学図書館『フランス革命200年』
憲法保障としての憲法裁判 今村法律研究室25周年・裁判の今日的課題
タイ国憲法と信教の自由 専修大学法学研究所報９号
1991年　桐生市みこしの購入と政教分離原則 専修法学論集53号
比較憲法の科学的性格 専修法学論集53号
1992年　カール・シュミットの自由権理解 専修法学論集54・55号
明治憲法における官吏の義務の二面性
高柳信一古稀記念『現代憲法の諸相』専修大学出版局
「ＰＫＯ協力法案」を憲法学からみる 専修大学社会科学研究所月報344号
憲法の最高法規性と改正 法学教室６月号
1993年　比較憲法現象としての平和 『いま　戦争と平和を考える』国際書院
1994年　憲法変遷 別冊法学セミナー　憲法Ⅰ
判例回顧と展望　憲法 法律時報66巻５号
憲法から見た非常勤裁判官制度 法律時報66巻11号
ドイツの戦後補償 法学セミナー９月号
94年ドイツ連邦議会選挙と政策の争点 社会科学研究所月報378号
1995年　憲法規範の運用―憲法の最高法規性― 樋口陽一編『講座　憲法学１』日本評論社
政党助成制度と世論の形成 法律時報67巻６号
1996年　Religionsfreiheit und Tradition in Japan Jahrbuch des öffentlichen Rechts Bd.44
ドイツにおける国家目的論再考 憲法理論叢書４号　敬文堂
ドイツ連邦憲法裁判所 法学研究所報15号
明治憲法におけるドイツの選択 専修法学論集68号
1997年　今日の憲法国家における国家目的 山本・川添古稀記念　法学新報103巻２・３号
ドイツ・ヘッセン州における法学教育改革 今村法律研究室報27号
公立学校における宗教教育 法律時報69巻７号
儒教文化圏の意味 社会科学研究所月報408号
ベトナム憲法と人権 社会科学研究所月報410号
統一後のドイツの憲法保障（一） 専修法学論集71号
1998年　多文化主義と宗教的少数者 杉原・清水編『憲法の歴史と比較』日本評論社
石村修 教授　履歴・業績　　357
憲法から国籍を考える 社会科学研究所月報418号
統一後のドイツの憲法保障（二） 専修法学論集73号
1999年　憲法変遷の意義と性格 ジュリスト増刊『憲法の争点（第３版）』
戦争犯罪と戦後補償 憲法問題10号
戦後補償の実現に向けて 山内敏弘編『日米ガイドラインと周辺事態法』法律文化社
中国に対する戦後補償 社会科学研究所月報430号
2000年　内閣に対する民主的統制 杉原泰雄古稀記念『二一世紀の立憲主義』勁草書房
国家目標としてのスポーツ 法学研究所編『公法の諸問題５』
2001年　環境と開発 ドイツ憲法判例研究会編『未来志向の憲法論』信山社
グローバル化された立憲主義
社会科学研究所編『グローバリゼーションと日本』専修大学出版局
明治期における地方自治の形成 清水睦古稀記念　法学新報108巻３号
花岡事件の周辺 社会科学研究所月報459号
2002年　動物に対する法的対応と動物実験 日本学術会議　学術の動向９月号
法曹一元と非常勤裁判官 憲法理論研究会編『法の支配の現代的課題』
ドイツにおける国家緊急権と有事法制 全国憲法研究会編　法律時報臨時増刊
2003年　国家目的と警察 栗城壽夫古稀記念『日独憲法学の創造』信山社
EU「憲法」条約草案の誕生とその法的性格 専修法学論集89号
2004年　研究者としてのカール・シュミット　― 一つの伝記として―
山下威士還暦記念『ドイツ公法理論の受容と展開』尚学社
2005年　明治憲法とドイツ GYROS 11号
憲法解釈における少数学説―鵜飼憲法学再考― 法学研究所編『公法の諸問題６』
欧州（EU）憲法条約における「連帯」概念（１） 専修法学論集93号
日本における野生動物保護 ドイツ憲法判例研究会編『先端技術と人権』信山社
憲法改正の主旨と人権 全国憲法研究会編　法律時報臨時増刊
戦後補償を考える視点、日韓併合期の警察機構
内藤・古川編『東北アジアの法と政治』専修大学出版局
新しい人権 法律時報77巻10号
欧州（EU）憲法条約における「連帯」概念（２） 専修法学論集95号
2006年　国法から見た虎の門事件 今村法律研究室編『虎の門事件（三）』専修大学出版局
今，憲法を護ることの意味 法学セミナー４月号
2007年　憲法における領土 山下威士古稀記念　法政理論39巻４号
欧州憲法条約における市民像 専修法学100号
2008年　明治憲法の特色、明治憲法の史的展開 杉原泰雄編『体系　憲法辞典』青林書院
伊奉吉事件・軍法会議 今村法律研究室報49号
国家保障から憲法保障へ―憲法60年の意味― 憲法問題19号
憲法の変遷の意義と性格 ジュリスト増刊『憲法の争点』
警察の法構造 公法研究70号
Verfassungsschutz , in: R.Wahr(Hrsg.) Verfassungsänderung , Verfassungswandel ,
Verfassungsinterpretaion , Dunker & Humblot 
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2009年　ドイツ公勤務法における政治的自由 専修ロージャーナル４号
国際化の中の憲法　対外権・国籍・軍事協力 法学研究所編『公法の諸問題７』
2010年　東アジア共同体の構想
笹川・金・内藤編『日本の植民地支配の実態と過去の清算』風光社
EUにおける共通の安全の実現―警察活動を中心にして―
山内敏弘古稀記念『立憲平和主義と憲法理論』法律文化社
プロイセン憲法と明治憲法 聖学院大学紀要48号
2011年　衆議院改革・考 専修ロージャーナル６号
2012年　タイ国憲法における憲法裁判所による民主化 専修法学114号
明治期の西洋憲法原理の日本への導入
高橋・只野編『東アジアにおける公法の過去、現在、そして未来』国際書院
2013年　人権（基本権）と私法上の公的主体 長尾一紘古稀記念　法学新報120巻１・２号
Transfer der fremden Staatssystems zum Japanischen Staatssystem
法学研究所編『公法の諸問題８』
C・シュミットにおける「規範主義」論
ドイツ憲法判例研究会編『講座　憲法の規範力　１巻』信山社
法科大学院において憲法判例を学ぶ意義 専修ロージャーナル９号
2014年　外交権の立憲主義的統制 専修ロージャーナル10号
2015年　猿払事件と堀越事件の距離 専修ロージャーナル11号
2016年　憲法尊重擁護義務・再論 専修法学論集126号
解題、鵜飼信成『憲法と裁判官』 日弁連法務研究財団編　日本評論社
判例評釈
1986年　予防接種ワクチン禍事件 専修法学論集44号
1988年　前科照会とプライバシー ジュリスト増刊　憲法判例百選（２版）
1989年　名誉毀損と事前差止、別件逮捕と適法手続 小林考輔編『判例教室　憲法』法学書院
1993年　旧東ドイツの公務員関係を停止・終了させた統一条約の合憲性 自治研究69巻７号
1994年　前科照会とプライバシー ジュリスト増刊　憲法判例百選（３版）
1996年　過激派判決 ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例』信山社
公教育における磔刑像の設置と信仰の自由 自治研究72巻６号
1999年　公立学校における磔刑像、待機旋回判決、あとがき
ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの最新憲法判例』信山社
2000年　前科照会とプライバシー ジュリスト増刊　憲法判例百選（４版）
2003年　公務員と憲法忠誠 ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例　２版』信山社
産卵鶏のケージ内飼育 自治研究79巻10号
殉職自衛官合祀事件、神戸高専事件、愛媛玉串事件 『新　スタンダード憲法』尚学社
2007年　内閣の行政権と独立行政委員会 ジュリスト増刊　憲法判例百選（５版）
戦後補償裁判において憲法的問題解決が否定された事件 専修ロージャーナル２号
2008年　コンビニ店舗内で撮影されたビデオ記録の警察への提供とプライバシー
専修ロージャーナル３号
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2009年　ドイツ・オンライン判決 大沢秀介・小山剛編『自由と安全』尚学社
2010年　集会の自由への取消処分によって生じた社会的な評価の低下に対する慰謝料
専修ロージャーナル５号
2012年　尊属殺事件、猿払事件、国籍法事件 石村他編『時代を刻んだ憲法判例』尚学社
2013年　フランクフルト飛行場における集会・デモ規制 専修ロージャーナル８号
フランクフルト飛行場における集会 自治研究89巻10号
天皇と不敬罪 ジュリスト増刊　憲法判例百選（６版）
翻訳と解説
1980年　ウエイド　イギリス行政法　共訳（鵜飼信成，池村好道） 専修法学論集31号
ウエイド　イギリス行政法（二）　　　　同 専修法学論集32号
1981年　ウエイド　イギリス行政法（三）　　　　同 専修法学論集33号
ウエイド　イギリス行政法（四）　　　　同 専修法学論集34号
1982年　ウエイド　イギリス行政法（五）　　　　同 専修法学論集35号
1984年　カール・シュミット　国家の内政上の中立性に関する問題 専修法学論集40号
1988年　Ｃ・Ｆ・メンガー『ドイツ憲法史』（６・７章分担） 世界思想社
1989年　Ｅ・デニンガー　ドイツ連邦共和国における環境権論の今日的状況について
専修法学論集50号
1993年　Ｅ・ヴェルテバッハ、Ｂ・ドロステ・レーネン
憲法保障―戦う民主主義という放棄しえない制度 専修法学論集59号
2001年　デニンガー　普遍的要請と国家主権のはざまにある人権（１）
共訳（三宅裕一郎、渡邊一弘） 専修法学論集83号
2002年　デニンガー　普遍的要請と国家主権のはざまにある人権（２）
共訳（三宅・渡邊） 専修法学論集84号
デニンガー　普遍的要請と国家主権のはざまにある人権（３）
共訳（三宅・渡邊） 専修法学論集85号
Ｐ・ヘーベルレ　憲法制定：問題カタログ
井上典之・畑尻剛編『文化科学の観点からみた立憲国家』　尚学社
2003年　Ｊ・イーゼンゼー　基本権解釈による聖像破壊
ドイツ憲法判例研究会編『保護義務としての基本権』信山社
2013年　Ｒ・バール 憲法の優位と法律の独自性 小山剛編『憲法の優位』慶応義塾大学出出版会
2016年　Th・ヴュルテンベルガー　法律の受容 畑尻剛編『憲法の正統性』中央大学出版部
その他（書評、エッセー、用語解説等）
1978年　基本的人権に関する学習資料　共著（大島太郎） 川崎市教育委員会
1980年　重要論文紹介　上田勝美・人権体系論再構成の課題 Law School 19号
1981年　二世紀への展望 ニュース専修９月号
1984年　フランクフルト・仮の栖 今村法律研究室報　10号
1986年　内閣　『図解による法律用語辞典』 自由国民社
憲法と地方自治 都政新報５月号
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1987年　日本国憲法40年の意味 ニュース専修５月号
趙安博先生の話 法学研究所所報２号
1988年　書評　畑尻剛『憲法裁判序説』 受験新報７月号
1989年　憲法文献案内、憲法総則・統治機構の学び方 法学セミナー『法学ガイド１』
国家主権と平和 ニュース専修５月号
1990年　紹介　小林直樹『憲法秩序の理論』 国家学会雑誌103巻１・２号
タイ・スタデイ・ツアー　―開発と人権― 社会科学研究所月報327号
1991年　立法、他14項目 原田鋼他編『現代政治学事典』ブレーン出版
湾岸戦争と日本国憲法 婦人有権者７月１日号
1992年　講評と解説　第41回全日本学生法律討論会 法学セミナー９月号
日本の国際協力を考える 婦人有権者２月１日号
1994年　専修大学教員組合　書記長報告 専修大学教員組合
1996年　ドイツ・ヘッセン州の法学教育改革 専修大学FDニューズレター３号
1998年　繰り上げ当選　他 『現代政治学事典（改定版）』ブレーン出版
指定報告者「グローバル化と憲法」 全国憲法研究会　憲法問題９号
2000年　書評　堅田剛『独逸学協会と明治法制』 学燈97巻４号
著者からのメセージ　『明治憲法』 専修大学出版局通信３月号
2001年　憲理研・韓国シンポジウム　民主主義の将来 法律時報73巻２号
坂本先生とスポーツ法 法学研究所所報24号
2002年　ポーランド修学旅行 今村法律研究室報37号
情熱の大学人、今村力三郎 ニュース専修５月号
2003年　全国憲法研究会　アジア・シンポジウム　全体まとめ『アジア立憲主義の展望』 信山社
ドイツ連邦共和国基本法・ラント憲法 杉原泰雄他編『現代地方自治』勁草書房
体を動かすことの楽しみ 法学部フォーラム５月号
2004年　今村力三郎とその時代 専大校友会誌アドニス32号
2007年  「憲法改正案」を考える 自由と正義59号
2009年　法科大学院訪問―専修大学― 法学セミナー３月号
ドイツ基本法60年とたたかう民主主義 Forum Opinion 6号
2010年　今、法科大学院教育の利点をアピールする
『新司法試験の問題と解説』別冊法学セミナー
法科大学院研究科長に聞く 受験新報12月号
憲法理論の継承と展開 討論参加　法律時報82巻５号
2011年　法律家間の垣根 受験新報５月号
2012年　日本における司法試験制度 専修ロージャーナル７号
ドイツ安定した政治の中での悲劇 Forum Opinion 19号
2014年　EUの現況と展望 Forum Opinion 27号
2015年  『憲法への誘い』を語る 法学研究所所報50号
2016年　法の支配、大日本帝国憲法
広島市立大学広島平和研究所編『平和と安全保障を考える事典』
ドイツの原子力政策の転換 Forum Opinion 32号
石村修 教授　履歴・業績　　361
